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Ⅰ はじめに
現在、我が国は本格的な人口減少時代に突入しています。
本県も例外ではなく、日本海側で戦後唯一、人口が増加して
きたものの、平成１７年の国勢調査を境に減少に転じたところ
です。

人口減少社会においては、生産年齢人口の減少、国内市場
の縮小、地域活力の低下など様々な弊害が予想され、このま
ま将来的に人口減少に歯止めがかからない場合には、県民生
活に様々な影響を及ぼすことが懸念されます。

こうした人口減少を背景に、地方創生が国・地方を通じた課題となる中、この「い
しかわ創生人口ビジョン」は、本県における人口の現状を分析し、それを踏まえて本
県が目指すべき将来の方向を提示し、全ての県民と認識を共有することで、人口減少
問題の克服と本県の持続的発展の実現に向けた道筋を示すことを目的として策定した
ものです。

人口ビジョンでは、本県の５０年後の人口の将来展望について、自然増減については、
国の長期ビジョンに２年先行して出生率２．０７を目指すとともに、社会増減について
は、学生の県内就職や移住定住の促進などにより、２０２０年までに県外への流出を止め、
その後、県外からの流入増に転じることにより、国の推計では３割減少するとされて
いる２０６０年の本県の人口を、２割の減少にとどめ、９３万人を目指すこととしたところ
です。

そして、その目標を達成するための具体の処方箋として策定した、今後５年間の行
動計画である「いしかわ創生総合戦略」については、北陸新幹線金沢開業という他の
地域にはない優位性をはじめ、数多くの本県の強み・財産を最大限に活かしながら、
石川への人の流れをつくるといった社会減対策と、結婚や出産、子育てへの支援といっ
た自然減対策の両面から、具体の数値目標を設定し、現時点で考え得る施策を最大限
盛り込んだところであります。

今後は、人口ビジョンの目標達成に向け、総合戦略に掲げる施策を全力で推進する
とともに、進捗状況の検証を図り、必要に応じて柔軟に見直しを行いながら、実効性
ある戦略の推進に努めてまいります。

おわりに、人口ビジョン及び総合戦略の策定にあたり、貴重なご意見、ご協力を賜
りました県民の皆様、関係各位に心から感謝を申し上げます。

平成２７年１０月
石川県知事 谷本 正憲

／下木／１１４１９　いしかわ創生人口ビジョン／本文  2016.01.12 10.45.38  Page 1 



- 2 -

Ⅱ 石川県の人口の現状と分析

１．人口動向分析

（１）人口の推移と将来の見通し

本県の人口は、２００５（平成１７）年国勢調査で初めて減少に転じ、２０１０（平成２２）年国勢調査
で１１６万９，７８８人となっており、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平
成２５年３月）」によると、２０４０年には約９７万４千人となると推計されている。

石川県の総人口、年齢３区分別人口、高齢化率の推移

（２）自然増減の状況

① 出生・死亡、合計特殊出生率の状況
出生・死亡の状況については、出生数は第２次ベビーブーム以降、１９７０年代半ばから急速に
減少し、死亡数は１９８０年代半ばから増加傾向となっており、２００５年には、死亡数が出生数を上
回る自然減少の状態となりその差は年々拡大している。

（出典）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（２０１３年３月推計）
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合計特殊出生率は、１９７０年代まで２．０を超えていたが、１９８０年に２．０を割り込んで以降、低下
傾向となり、２０１４年には１．４５と人口置換水準の２．０７を大きく下回る状況が続いている。

出生・死亡数と合計特殊出生率の推移

※ 合計特殊出生率
１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に生むとした
ときの子どもの数に相当する。

全国の合計特殊出生率（２０１４年）

（出典）厚生労働省「人口動態統計」

（出典）厚生労働省「人口動態統計」
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② 結婚の状況
出生に大きな影響を与えると考えられる結婚の動向をみると、未婚率は、男女ともすべての
年代で上昇している。２０１０年においては３０代後半の女性では５人に１人（２０％）、男性では３
人に１人（３３％）が未婚の状況で、１９８５年と比べると女性で約５倍、男性で約４倍となってい
る。

生涯未婚率（５０歳時点で一度も結婚したことのない人の割合）は、近年急速に上昇し、また、
平均初婚年齢も年々上昇し、男女ともに非婚化・晩婚化が進んでいる。

未婚率の推移（男性） 未婚率の推移（女性）

（出典）総務省「国勢調査」

男女別生涯未婚率の推移 男女別平均初婚年齢の推移

（出典）厚生労働省「人口動態統計」（出典）総務省「国勢調査」
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平均初婚年齢の上昇とともに、晩産化も進行している。本県においても、第１子出産時の母
親の平均年齢は年々上昇しており、２０１３年には３０．２歳と初めて３０歳を超えた。

③ 高齢化の状況
平均寿命は、２０１０年で男性は７９．７１歳、女性は８６．７５歳となっており、１９８５年と比較すると、
男性は４．４３歳、女性は５．８６歳延びており、男女ともに全国平均を若干上回っている。

平均寿命の推移

区分 性別 １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１３

石川県
男性 ７５．２８ ７６．３８ ７７．１６ ７７．９６ ７９．２６ ７９．７１ －
女性 ８０．８９ ８２．２４ ８３．５４ ８５．１８ ８６．４６ ８６．７５ －

全国
男性 ７４．７８ ７５．９２ ７６．３８ ７７．７２ ７８．５６ ７９．５５ ８０．２１
女性 ８０．４８ ８１．９０ ８２．８５ ８４．６０ ８５．５２ ８６．３０ ８６．６１

（出典）厚生労働省「完全生命表」「簡易生命表」「都道府県別生命表」

女性の平均初婚年齢と母親の平均出産時年齢

（出典）厚生労働省「人口動態統計」
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ひとり暮らし高齢者の数も年々増加しており、２０１０年では約３万６千人となっているが、国
立社会保障・人口問題研究所の推計によると、２０３５年には約５万８千人に増加すると見込まれ
ている。また、高齢者数に占めるひとり暮らしの割合も、２０１０年の１３．１％から２０３５年には１７．１
％まで上昇すると見込まれている。

ひとり暮らし高齢者の推移と将来推計

（出典）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道県別推計）」（２０１４年４月推計）
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（３）社会増減の状況

① 転入・転出の状況
転入・転出については、高度経済成長期には、転出者数が転入者数を上回る社会減が続いて
いたが、１９７０年代前半には、転入者数が転出者数を上回る社会増に転換した。しかし、１９８０年
代には再び社会減に転換し、１９９０年代半ばに一時的に社会増となるも、その後は社会減が続い
ている。

転入者数・転出者数の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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石川県における転入・転出の状況を、東京圏、名古屋圏、大阪圏を合わせた三大都市圏とそ
れ以外に分けると、概ね三大都市圏への転出超過、それ以外から転入超過となっている。

石川県と三大都市圏の間の移動の内訳をみると、近年は東京圏が半数以上を占める傾向が続
いている。全国的にも近年、東京圏への一極集中が進んでいるといわれており、石川県におい
ても同様の傾向がみられる。

転入超過数

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

三大都市圏への転出超過数

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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地域ブロック別に、石川県における転入・転出の状況をみると、三大都市圏のほか、近隣の
富山県、福井県と本県の間で、転入及び転出が盛んであることがわかる。

転入
（Ａ）

転出
（Ｂ）

移動総数
（Ａ＋Ｂ）

転出超過
（Ａ－Ｂ）

北海道 ４０４ ３５５ ７５９ ４９
東 北 ６１４ ５２４ １，１３８ ９０
北関東 ４７６ ４３８ ９１４ ３８
東京圏 ３，８８１ ４，７３０ ８，６１１ ▲８４９
新潟県 ６１５ ５８０ １，１９５ ３５
富山県 ２，０９６ １，９８２ ４，０７８ １１４
福井県 １，２５１ ９３１ ２，１８２ ３２０
長野県 ３８６ ２９３ ６７９ ９３
山梨県
静岡県 ５６７ ４５４ １，０２１ １１３

中 京 ２，２２９ ２，５２１ ４，７５０ ▲２９２
関 西 ２，９２０ ３，３１０ ６，２３０ ▲３９０
中 国 ５０５ ４８９ ９９４ １６
四 国 ２０８ １８０ ３８８ ２８
九 州
沖 縄 ８４２ ７９３ １，６３５ ４９

合 計 １６，９９４ １７，５８０ ３４，５７４ ▲５８６
（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

北関東：茨城県、群馬県、栃木県
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
中 京：岐阜県、愛知県、三重県
関 西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

地域ブロック別移動者数（２０１４年）

（人）
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また、５歳ごとの年齢階級別にみると、全国的には、三大都市圏以外の地域では１０代後半と
２０代で、大幅な転出超過となる傾向にある。他方、石川県では、１０代後半で転入超過、２０代で
大幅な転出超過となっている。
これは、石川県には高等教育機関が集積していることから、大学等進学時に県外からの転入
が多いためと考えられる。大学卒業後の就職等を機に県外への転出が多いという点は、全国的
な傾向と同様となっている。

年齢階級別人口移動（２０１４年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

全国（三大都市圏以外）年齢階級別人口移動（２０１４年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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② 県内学生及び県内出身の県外大学生の卒業後の就職先
県内の高校及び大学の卒業生の卒業後の就職先をみると、高校生は９割以上が県内に就職し
ているのに対し、大学生の県内就職率は４割程度となっている。

県内大学生及び県内出身の県外大学生の県内就職状況については、県内出身の県内大学生は
約７．５割、県外出身の県内大学生は約１．５割、県内出身の県外大学生は約６割となっている。

高等教育機関数 １９
都道府県別人口１０万人当たり １．６４ （全国第２位）
学生数 ３２，８５７人
都道府県別人口１，０００人当たり ２８．４ （全国第３位）

（出典）文部科学省「学校基本調査」、総務省「人口推計」

地域 ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５

高校
県内 ９１．７％ ９２．７％ ９１．６％ ９２．５％ ９３．５％ ９３．６％ ９４．５％
県外 ８．３％ ７．３％ ８．４％ ７．５％ ６．５％ ６．４％ ５．５％

大学
県内 ３９．５％ ３９．５％ ４３．２％ ４０．８％ ４０．２％ ４１．０％ ４０．６％
県外 ６０．５％ ６０．５％ ５６．８％ ５９．２％ ５９．８％ ５９．０％ ５９．４％

（出典）石川労働局調査を元に作成（各年３月卒業）

高等教育機関数と学生数（２０１５年）

県内大学生及び高校生の卒業以後の就職地域
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③ 就業者数及び産業構造の推移
県内の就業者数は、少子高齢化の進展に伴って１９９５年をピークにわずかに減少する傾向にあ
る。就業者の産業別の構成は、第３次産業の割合が大きくなってきている。

産業分類別に就業者数をみると、製造業や建設業、卸売業・小売業、医療・福祉などの割合
が全国平均よりも高くなっている。また、製造業については、繊維産業、機械産業の占める割
合が高く、繊維産業、機械産業の集積が高いといえる。

１５歳以上人口と就業者数の推移 就業者の産業別構成

（出典）総務省「国勢調査」

（出典）総務省「国勢調査」

産業分類別の就業者数の割合（２０１０年）

（出典）総務省「国勢調査」

製造業に占める繊維産業、機械産業従業者数の割合

（出典）総務省「国勢調査」
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就業者を年齢階級別にみてみると、第２次産業と第３次産業では、３０～５０代が就業者の中心
を占めている。他方で、第１次産業については、６０歳以上が６０％を超えており、担い手が高齢
化していることがわかる。

年齢階級別就業者割合

（出典）総務省「国勢調査」
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２．人口減少の影響
人口減少の影響は、長期的かつ非常に多岐にわたることが想定される。以下は、人口減少が与
える影響等を分野ごとに想定したものである。

（１）産業・雇用への影響

出生数の減少による若年労働力の減少や、高齢者の退職の増加によって、労働力人口は高齢
化しながら減少していくことが予想され、経済成長にマイナスの影響を及ぼす可能性がある。
また、農林水産業において、過疎化・高齢化の進行による担い手不足や耕作放棄地の増加など
大変厳しい状況が想定される。

（２）生活関連サービス（小売・飲食・娯楽・医療機関等）の縮小

我々が日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模のうえに成り立ってい
る。必要とされる人口規模はサービスの種類により様々である。人口減少によって、こうした
生活関連サービスの立地に必要な人口規模を割り込む場合には、地域からサービス産業の撤退
が進み、生活に必要な商品やサービスを入手することが困難になるなど、日々の生活が不便に
なるおそれがある。

（３）高齢化による影響

人口減少に加えて、高齢化が同時に進行し、介護人材をはじめとする介護サービスの不足は
もとより、高齢者のみの世帯やひとり暮らし高齢者、認知症高齢者の増加による高齢者の孤立
等が懸念される。

（４）地域コミュニティの機能低下

人口減少は、地域コミュニティの機能の低下に与える影響も小さくない。町内会や自治会と
いった住民組織の担い手が不足し共助機能が低下するほか、地域住民によって構成される消防
団の団員数の減少は、地域の防災力を低下させる懸念がある。
また、若年層の減少は、地域の歴史や伝統文化の継承を困難にし、地域の祭りのような伝統
行事が継続できなくなるおそれもある。

（５）税収減による行政サービスへの影響

人口減少は地方財政にも大きな影響を及ぼす。人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小
によって、地方公共団体の税収入は減少することが予想される。その一方で、少子高齢化によ
る社会保障費の増加が見込まれ、地方財政はますます厳しさを増していくことが予想される。
こうした厳しい地方財政状況のなかで、人口減少対策をはじめ様々な政策課題への対応や公共
インフラをはじめとする社会資本の維持等も困難になることが懸念される。
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Ⅲ 人口の将来展望

１ 目指すべき将来の方向
これまでの人口の現状分析や、人口減少の影響に関する考察を踏まえ、人口減少に歯止めを
かけ、本県が将来にわたって活力ある地域として発展していくために、本県が目指すべき将来
の方向は以下の通りである。

① 結婚や出産の希望がかない、安心して子どもを生み育てていく社会をつくる
人口減少に歯止めをかけるためには、出生率の向上を図る必要があるが、そのためには、若
い男女が結婚し、子どもを生み育てたいという希望の実現に取り組む必要がある。
結婚や出産はあくまで個人の自由な決定に基づくものであるが、若い世代の結婚・子育ての
希望が実現することにより出生率は１．８程度（国民希望出生率）に向上し、こうした若い世代
の結婚・子育ての希望がさらに強まるような社会の実現により、出生率が人口置換水準の２．０７
に向上することを目指す。

② 新幹線開業や石川独自の魅力、全国トップクラスの住みやすさを活かし、魅力のある雇用
の場の創出などを通じて、若い世代を中心とした石川への人の流れをつくる
現在、出生率の低い東京圏をはじめとする三大都市圏への人口流出が続いているが、石川に
住み、働き、豊かな生活を実現したい人々の希望を実現することで、こうした人口流出に歯止
めをかける必要がある。
他県にはない優位性である北陸新幹線金沢開業など陸・海・空の交流基盤をはじめ、ものづ
くり産業や高等教育機関の集積、質の高い文化や豊かな自然、充実した子育て環境、これらを
含めた全国トップクラスの住みやすさを活かすとともに、多様な人材を惹きつける魅力ある雇
用の場の創出などを通じて、若い世代を中心とした石川への人の流れをつくることを目指す。

③ 高齢化の進展を踏まえ、高齢者が生き生きと暮らすことができる安全・安心な地域をつくる
少子高齢化が進展し、総人口に占める生産年齢人口が減少し高齢者の割合が増加するなか、
高齢者がより活躍できる社会を実現するとともに、介護人材をはじめ介護サービスの確保を図
るなど、高齢者が生き生きと暮らすことができる安全・安心な地域をつくることを目指す。
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２ 人口の将来展望
本県の総人口は、今後も、現状の合計特殊出生率が維持され、東京圏等への流出が一定程度
続くとすれば、２０６０年には７８万９千人まで減少すると見込まれる（国立社会保障・人口問題研
究所推計準拠）。
本県の人口の現状分析や、目指すべき将来の方向、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジ
ョン」等を踏まえて、本県としては、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を達成す
る取り組みのほか、本県独自の取り組みを加え、自然減対策及び社会減対策を講じることで、
２０６０年の本県の人口の将来展望を９３万１千人とし、その実現を目指す。

① 自然増減についての考え方
国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」は、２０４０年に合計特殊出生率を２．０７とする仮
定を置いている。本県の合計特殊出生率は、国全体の合計特殊出生率を過去１０年平均で０．０５程
度上回っている（２００５～２０１４年 国：１．３７、石川県：１．４２）ことから、本県としては、国の「ま
ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」よりも２年早く、２０３８年に２．０７を達成することを目指す。

② 社会増減についての考え方
本県においては、県外への人口の流出が続いているものの、比較的、流出の規模は小さい。
また、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、２０２０年に地方から東京圏への人口
の流出を止めるとしている。こうしたことから、本県としては、学生の県内就職率を上昇させ、
また移住者数を増加させる等によって、２０２０年には県外への流出を止め、さらに、その後３００
人程度の転入超過を目指す。
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○ 石川県の将来展望
（自然増減）合計特殊出生率 ２０２８年１．８、２０３８年２．０７
（社会増減）２０２０年に人口の流出を止め、２０２５年以降 ３００人程度の転入超過

○ 国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョン
（自然増減）合計特殊出生率 ２０３０年１．８、２０４０年２．０７
（社会増減）２０４０年に移動均衡

○ 社人研（国立社会保障・人口問題研究所）推計準拠
（自然増減）現状の合計特殊出生率が維持
（社会増減）東京圏等への流出が一定程度続く

石川県の総人口の見通し
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さらに長期的に見通すと、本県独自の取り組みを加えた自然減対策及び社会減対策を講じた
場合には、２０６０年に９３万１千人となったのち、２１００年頃に８４万６千人程度まで減少するものの、
その後は緩やかに回復し、２１１０年には８４万８千人となると見込まれる。他方、前述の現状の合
計特殊出生率が維持され、東京圏等への流出が一定程度続くとすれば、２１１０年には本県の総人
口は４１万３千人まで減少し、その後も、急激な人口減少が続くと見込まれる（国立社会保障・
人口問題研究所推計準拠）。

Ⅳ おわりに
本県の人口の現状分析や、目指すべき将来の方向、これらをもとに設定した将来の人口目標を実現
するために、今後５年間の地方創生に関する取り組みの「基本的な考え方」及び「基本目標と具体的
な施策」を示した「いしかわ創生総合戦略」を策定し、人口減少に歯止めをかけ、本県が将来にわたっ
て活力ある地域として発展するよう全力を挙げて取り組んでいく。

石川県の総人口の長期的な見通し
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